様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　　 2024年　２月　２日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かけんせいやくかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　　科研製薬株式会社
（ふりがな）    ほりうち　ひろゆき 　 
（法人の場合）代表者の氏名  堀内　裕之　印   
住所　〒113-8650　東京都文京区本駒込２－２８－８　

法人番号　　4010001000003　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	
記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	長期経営計画2031 -Kaken Vision for Transformation-

	公表日
	2022年５月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://www.kaken.co.jp/invest/policy/pdf/long_term2031.pdf
記載箇所は資料のＰ8、Ｐ30

	記載内容抜粋
	長期経営計画2031で以下の経営ビジョンを掲げている
· 「画期的新薬の迅速な創出・提供により健康寿命延伸に貢献し続ける企業」
経営ビジョンのもと、デジタル活用（DX）の基本方針を位置づけている
· 研究開発・バリューチェーンの最適化
· データとデジタル技術を活用して変革し続ける企業風土の醸成
 

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて決議された長期経営計画に基づいた記載内容



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①長期経営計画2031 -Kaken Vision for Transformation-
②コーポレートレポート2023

	公表日
	①2022年５月12日
②2023年９月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表

①「長期経営計画2031 -Kaken Vision for Transformation-」
https://www.kaken.co.jp/invest/policy/pdf/long_term2031.pdf
記載箇所は資料のＰ31

②「コーポレートレポート2023」
https://www.kaken.co.jp/invest/library/pdf/annual_report/cr_2023.pdf　 
記載箇所は資料のＰ12、Ｐ16～17、Ｐ20


	記載内容抜粋
	長期経営計画において、デジタル活用（DX）の基本方針のもと、以下の重点施策を計画している

■ 研究開発のプロセス革新による成長基盤構築
· RWDの活用によるアンメットメディカルニーズの把握
· AI創薬・解析ツール導入に向けた社外ベンチャーとの連携
· 自然言語解析AIを用いた論文検索によるシーズの発掘

■　バリューチェーンの最適化
· バーチャル治験を用いた臨床試験の効率化
· RPA、AI、IOTの活用による業務プロセス変革
· CRM、MAを活用した情報提供プロセスの効率化
· AI解析・分析ツール活用による情報提供の高度化（確度、質の向上）

■ DXリテラシー向上・DX人材育成（人材戦略の中で実施）
· DX人材の見極め、デジタルリーダーの確保
· 学習機会の提供（セミナー、eラーニング、通信教育）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①長期経営計画は取締役会にて承認を受けたもの
②コーポレートレポートは取締役会で承認された長期経営計画に基づき取締役会メンバーのレビューおよび意見を反映して制作されたもの



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	②コーポレートレポート2023 
記載箇所は資料のＰ16～17、Ｐ12

	記載内容抜粋
	研究開発における進捗
・当社は新薬開発型製薬企業として、自社創薬を中心に 進めていますが、エクスターナルリサーチ（創薬研究委託） を組み込んだ新たな創薬プロセス構築のため、Axcelead Drug Discovery Partners株式会社（Axcelead DDP）との協 業を開始しました。また、業界全体に求められている研究開発のDX化は期間を大幅に短縮できる可能性があり、当社においてもデータ駆動型創薬プロセスの早期稼働のために、オールインワンAI創薬プラットフォーム「Elix Discovery™」 をはじめとするAI創薬エンジンを導入しました。

経営基盤（人材戦略）における進捗
・この1年間は、研究やデータサイエンスなど専門職の人材の経験者採用を積極的に行いました。MR（医薬情報担当者）が医療現場でしか得ることのできないニーズを汲み取ったうえで、デジタル技術も組み合わせた柔軟な課題解決へ、さらに深化させたいと考えます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	②コーポレートレポート2023 
記載箇所は資料のＰ20


	記載内容抜粋
	DX戦略　DX（デジタルトランスフォーメーション）の基本方針として、研究開発・バリューチェーンの最適化、変革し続ける企業風土の醸成を掲げています。これまで、研究開発・生産・営業部門を軸とした全社的なDXロードマップを策定し、個別の変革効果と全体の整合性を見定めながら施策の実行を進めました。各領域において、AI技術を活用した新薬創出への取り組み、営業支援策としてAI分析ツールやデータ活用基盤整備、生産現場のインフラ環境設計を進めてきました。今後はDXリテラシー・変革マインド醸成に向けて、全社員向けにデジタルコンテンツなど新たな学習機会を提供していきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	長期経営計画2031 -Kaken Vision for Transformation-

	公表日
	2022年５月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表
https://www.kaken.co.jp/invest/policy/pdf/long_term2031.pdf
記載箇所は資料のＰ14

	記載内容抜粋
	研究開発におけるAI活用等によるプロセス革新・効率化等を通じた目標として以下を設定している
· 創薬～申請の期間を2/3に短縮
· 自社創薬品の上市頻度を3倍




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2023年９月27日

	発信方法
	当社ホームページにて公表
コーポレートレポート2023：https://www.kaken.co.jp/invest/library/pdf/annual_report/cr_2023.pdf　 


	発信内容
	代表取締役社長より、下記内容をコーポレートレポート（Ｐ11）にて発信している。

「長期経営計画2031」では、ビジョンの実現に向けて、3つのTransformationを掲げています。
1つ目の研究開発Transformationでは、「重点創薬3領域を中心に世界に通ずる画期的新薬を継続的に上市」をビジョンとして掲げました。2022年度においては、研究開発期間の短縮、自社創薬の成功確度向上に向けて、AI創薬を取り入れたインシリコアナリシスグループを新設し、AIを活用した創薬への取り組みを開始しました。
また、2023年1月に、創薬に必要なプラットフォーム機能と豊富な経験を有しているAxcelead Drug Discovery Partners株式会社と、画期的新薬の創出に向けた協業を開始しました。「長期経営計画2031」の期間中に成果を創出できるよう、スピード感を持ってデータ駆動型の創薬研究プロセスへの改革を推進していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2022年10月頃　～　継続実施中

	実施内容
	2022年度は、当社DXロードマップと実施計画を策定する目的で、外部コンサルタントの支援を受けながら、各部門が抱えるIT課題やデジタル化余地の調査を実施
2023年度以降は、課題の把握にあたり、DX推進指標による自己分析を実施し参考にしている
「DX推進指標自己診断フォーマット」を添付する



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2019年４月頃　～ 継続実施中

	実施内容
	情報セキュリティ対策にかかるポリシーを策定のうえ運用管理を実施している
社内のサーバーおよびPCについては、端末ごとに導入したセキュリティ対策ソフトに加え、ネットワーク上にファイヤーウォール・UTM（統合脅威管理装置）を設置して多段階なセキュリティ対策を実施している。また、社員向けに定期的なセキュリティ教育等を実施し、情報管理の徹底を図っている



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

